就業規則
名　称
	　　　　　年　　月　　日制定
　　　　　年　　月　　日届出


従業員就業規則
（ eq \o\ad(目的,　　　　　　　)）
第 １ 条　この規則は、　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、「会社」という。）の従業員の服務規律、労働条件その他の就業に関する事項を定めたものである。
(２)　従業員は、この規則に定めるものの他、業務上の指揮命令に従い、自己の業務に専念し、作業能率の向上に努めるとともに、たがいに協力して職場の秩序を維持しなければならない。
（始業、終業の時刻および休憩の時刻）
第 ２ 条　 始業、終業の時刻および休憩の時刻は、次のとおりとする。
	始業
	終業
	休憩

	
	
	時　　分より　　　時　　分まで

	時　　分
	時　　分
	時　　分より　　　時　　分まで

	
	
	時　　分より　　　時　　分まで


（休憩時間の利用）
第 ３ 条　従業員は、休憩時間を自由に利用することができる。ただし、外出する場合は、上司に届け出なければならない｡
(２)　従業員は、他の従業員の休憩を妨げないようにしなければならない。
（始業、終業時刻等の変更）
第 ４ 条　業務上臨時の必要がある場合は、あらかじめ予告のうえ、全部又は一部の従業員について、第２条の始業、終業および休憩の時刻を変更することがある。
（ eq \o\ad(時間外労働,　　　　　　　)）
第 ５ 条 　業務の都合により、所定労働時間外に労働を命じることがある｡
(２)　法定の労働時間を超える時間外労働は、所轄労働基準監督署長に届け出た従業員代表との時間外労働協定の範囲内とする。
(３)　育児および家族の介護を行う一定範囲の従業員が請求した場合は、午後１０時から午前５時までの深夜に就業させない。また、この場合の前項による時間外労働は１ヵ月24時間、１年150時間以内とする。ただし、事業の正常な運営を妨げるときは、この限りでない。
（ eq \o\ad(休日,　　　　　　　)）
第 ６ 条　休日は、次のとおりとする。
１．　　　　　　　曜日
（ eq \o\ad(休日の振替,　　　　　　　)）
第 ７ 条　業務の都合でやむを得ない場合は、前条の休日を４週間以内の他の日と振り替えることがある｡
(２)　前項の場合、前日までに振替による休日を指定して従業員に通知する。
（ eq \o\ad(休日労働,　　　　　　　)）
第 ８ 条 　業務上必要がある場合は、第６条の休日に労働を命じることがある。
(２)　法定の休日に労働を命じる場合は、所轄労働基準監督署長に届け出た従業員代表との休日労働協定の範囲内とする。
（年次有給休暇等）
第 ９ 条　従業員に対し、勤続１年（採用当初は勤続６ヵ月）経過後、次のとおり年次有給休暇を与える。

継続勤務年数に応じ、前１年間（採用当初は前６ヵ月）の所定勤務日の８割以上出勤した場合、次の日数
	継続勤務年数
	６ヵ月
	１年
６ヵ月
	２年
６ヵ月
	３年
６ヵ月
	４年
６ヵ月
	５年
６ヵ月
	６年
６ヵ月以上

	付与日数
	10
	11
	12
	14
	16
	18
	20


(２)　年次有給休暇は、従業員が指定した時季に与える。ただし、事業の都合によりやむを得ない場合は、他の時季に変更することがある。
(３)　当該年度に行使しなかった年次有給休暇は、権利発生から2年の間において利用することができる。
(４)　年次有給休暇により休んだ期間については、通常の賃金を支払う。
（その他の休暇等）
第１０条　従業員は、法律の定めるところにより、産前・産後休暇等、生理休業、育児時間、育児休業・子の看護休暇、介護休業・介護休暇、公民権行使の時間を利用することができる。
(２)　本条の休暇等により休んだ期間については、原則として無給とする。
（ eq \o\ad(服務心得,　　　　　　　)）
第１１条　従業員は、常に次の事項を守り服務に精励しなければならない。
１．業務上の指揮命令に従うこと
２．正当な理由なく遅刻、早退および欠勤等をしないこと
３．会社の名誉を害し信用を傷つけるようなことをしないこと
４．会社・取引先の営業秘密その他の機密情報や会社・取引先の保有する個人情報（以下「会社情報」という。）を本来の目的以外に利用、漏洩（毀損、複写等を含む）し、又は会社情報や会社の不利益となるような事項を他に漏らし、又は私的に利用しないこと（退職後においても同様である。）
５．会社の車両、機械、器具その他の備品を大切にし、原材料、燃料、その他の消耗品の節約に努めること
６．会社の製品・商品および会社情報・資料等を傷つけたり紛失・消去等しないこと
７．勤務時間中はみだりに職場をはなれないこと
８．酒気をおびて勤務しないこと
９．職場の整理整頓に努め、常に清潔に保つようにすること
10．自らの安全と健康に留意し、安全衛生に関する会社の指示命令に従い、災害防止に努めること

11．作業を妨害し、又は性的言動により就業環境を悪化させる等の行為、その他職場の風紀秩序をみだすような行為をしないこと
12．前各号のほか、これに準ずる従業員としてふさわしくない行為をしないこと
（ eq \o\ad(賃金の構成,　　　　　　　)）
第１２条　賃金の構成は、次のとおりとする。
１．基本給
２．通勤手当
（賃金締切日および支払日）
第１３条　賃金は、前月　　日から起算し、当月　　日に締切って計算し　　日（支払日が休日の場合はその前日。）に通貨で直接本人に支払う。ただし、日雇者の賃金はその日に計算し支払う。
（ eq \o\ad(基本給,　　　　　　　)）
第１４条　基本給は　　　　制とする。
（ eq \o\ad(基本給の決定,　　　　　　　)）
第１５条　基本給は、本人の、能力、経験、技能および作業内容などを勘案して各人ごとに決定する。
（ eq \o\ad(昇給,　　　　　　　)）
第１６条　昇給は、基本給について行うものとする。
(２)　昇給を行う場合は、原則として毎年　　月に技能、勤務成績が良好な者について行う。ただし、会社の業績などをも勘案してこれが困難な場合は昇給を行わないことがある。
（時間外勤務割増賃金・休日勤務割増賃金・深夜勤務割増賃金）
第１７条　所定勤務時間を超え又は所定休日に勤務した場合は時間外勤務割増賃金又は休日勤務割増賃金を、深夜（午後１０時から午前５時までの間）において勤務した場合は深夜勤務割増賃金を、それぞれ次の計算により支給する。時間外勤務又は休日勤務が深夜に行われた場合は、それぞれを合算したものを支払う。
１　時間外勤務割増賃金

1� 所定外勤務及び時間外労働協定に定める１ヵ月４５時間（及び１年３６０時間等の原則的限度時間。以下同じ。）までの法定時間外勤務
法定の割増賃金計算基礎賃金の１時間当たり単価×１．２５×その部分の時間外勤務時間数

　　　　②１ヵ月４５時間を超え６０時間までの法定時間外勤務
法定の割増賃金計算基礎賃金の１時間当たり単価×　　　　　　　　×その部分の時間外勤務時間数

２　休日勤務割増賃金

法定の割増賃金計算基礎賃金の１時間当たり単価×１．３５×休日勤務時間数

３　深夜勤務割増賃金

　　法定の割増賃金計算基礎賃金の１時間当たり単価×０．２５×深夜勤務時間数
　（２）　前項に定める１ヵ月の起算日は、毎月　日とし、１年の起算日は
　　　　　　　　　　　とする。

（ eq \o\ad(通勤手当,　　　　　　　)）
第１８条　通勤手当は、毎日通勤する者（日雇者を除く。）で定期券を購入する者に対し、定期券購入費に相当する金額を支給する。ただし購入費が月額

円を超える場合は　　　　　　円を限度とする。
（ eq \o\ad(懲戒,　　　　　　　)）
第１９条　次の各号のいずれかに該当する場合は、懲戒に処する。
１．無届欠勤14日以上に及んだ場合
２．出勤常ならず改善の見込みのない場合
３．会社の名誉、信用を損ねた場合
４．故意又は過失により災害又は営業上の事故を発生させ、会社に損害を与えた場合
５．懲戒処分を再三にわたって受け、なお改善の見込みがない場合
６．この規則又は業務上の指示命令に違反した場合
７．重要な経歴をいつわり採用された場合
８．前各号のほか、これに準ずる程度の不都合な行為を行った場合
（懲戒の種類、程度）
第２０条　懲戒は、その情状により次の区分により行う。
１． eq \o\ad(減給,　　　　)　平均賃金の１日分の半額（事案複数の場合も総額は1カ月の賃金総額の10分の１を限度とする。
２．出勤停止　７日以内出勤を停止し、その期間中の賃金は支払わない
３．懲戒解雇　予告期間を設けることなく即時解雇する。この場合において所

轄労働基準監督署長の認定を受けた場合は、予告手当（平均賃

金の30日分）を支給しない
（ eq \o\ad(定年,　　　　　　　)）
第２１条　従業員の定年は満　　歳とし、定年に達した日の経過をもって自然退職とする。
（ eq \o\ad(退職,　　　　　　　)）
第２２条　従業員が次の各号のいずれかに該当するに至った場合は、その日を退職の日とし、従業員としての地位を失う。
１．死亡した場合
２．期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了した場合
３．本人の都合により退職を届け出て会社の承認があった場合、又は退職届提出後14日を経過した場合
（ eq \o\ad(退職手続,　　　　　　　)）
第２３条　従業員が自己の都合により退職しようとする場合は、少なくとも14日前までに退職届を提出しなければならない。
(２)　退職届を提出した者は、会社の承認があるまでは従前の業務に服さなければならない。ただし、退職届提出後14日を経過した場合はこの限りでない。
(３)　退職届を提出した者は、退職までの間に必要な事務の引継ぎを完了しなければならない。
（ eq \o\ad(解雇,　　　　　　　)）
第２４条　会社は、次の各号に掲げる場合に従業員を解雇することがある。
１．従業員が身体又は精神の障害により、業務に耐えられないと認められる場合
２．従業員の就業状況又は職務能力が著しく不良で、就業に適さないと認められる場合
３．休職期間が満了した時点で、なお休職事由が継続し、復職できない場合（休職期間を更新された場合を除く。）
４．業務の縮小その他事業運営上の必要がある場合
５．前各号のほか、やむを得ない事由がある場合
（ eq \o\ad(解雇の予告,　　　　　　　)）
第２５条　前条により解雇する場合は、次に掲げる者を除き30日前に本人に予告し、又は労働基準法に規定する平均賃金の30日分に相当する予告手当を支給して行う。
この場合において、予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮することがある。
１．日々雇用する者（引き続き１ヵ月を超えて使用した者を除く。）
２．２ヵ月以内の期間を定めて雇用した者（所定の期間を超えて使用した者を除く。）
３．試用期間中の者（採用後14日を超えて試用した者を除く。）
（ eq \o\ad(清算,　　　　　　　)）
第２６条　従業員は、退職しようとする場合（懲戒解雇又は解雇された場合を含む。以下同じ。）は、すみやかに会社から支給された物品等を返還し、その他会社に対する債務を清算しなければならない。
(２)　会社は、従業員が退職した場合は、所定の支払日前であっても権利者の請求があってから７日以内にその者の権利に属する金品を返還する。
（ eq \o\ad(災害補償等,　　　　　　　)）
第２７条　従業員が業務災害又は通勤災害を被った場合は、労働基準法、労働者災害補償保険法等の定めるところにより必要な療養補償、休業補償等を受けることができる。
付　　　　　則
１．この規則は　　　　年　　月　　日から実施する。
２．この規則を改廃する場合は、従業員代表の意見を聴いて行う。
